
※1　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示し、営業利益率及びROEは小数点以下第2位を四捨五入し、小数点第1位まで表示しています。
※2　ROE：自己資本当期純利益率
※3　2018年4月1日付で、当社普通株式1株を1.5株の割合をもって分割しました。2018年3月期までは株式分割前、2019年3月期予想は株式分割後の
　　  1株当たり配当金の額となり、株式分割前の基準に換算すると1円増配の1株当たり36円となります。

連結業績ハイライト※1

売上高 営業利益
営業利益率

１株当たり配当金※3親会社株主に帰属する当期純利益

ROE※2 （単位：％） （単位：円）（単位：％）

（単位：百万円）

第58期は、連結売上高が過去最高の61,332百万円、連結営業利益5,441百万円となり、
3期連続の増収増益となりました。
国内カーナビゲーション用データなどITS関連の売上増加に加え、GIS事業の売上もパッケージの販売
拡大等により、堅調に推移いたしました。さらに、先進運転支援システムに関連する高精度地図データ
の技術確立・実用化へ向けた取り組み、ドローンビジネスにおける3次元地図を用いた自動飛行支援
システム構築など、中長期的成長に向けた施策も計画的に実行しております。
第59期は、ニーズに対応したサービスの提供にとどまらず、地図情報の新たな利用価値を創造する
ことにより、さらなる躍進を目指してまいります。
当社創業70周年を迎え、今後も株主の皆様のご期待に添えますよう成長を続けてまいりますので、
引き続きご支援賜りますよう、宜しくお願い申しあげます。

株主の皆様には、日頃よりご支援を賜り、誠にありがとうございます。

2018年6月
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会社概要 （2018年3月31日現在）
●本店所在地
●創業
●設立
●資本金
●就業人員数

福岡県北九州市小倉北区室町一丁目1番1号
1948年（昭和23年）4月
1961年（昭和36年）4月
65億5,764万円
1,938名

株主メモ
●事業年度
●基準日

●定時株主総会
●株主名簿管理人
　特別口座管理機関
●同連絡先

●上場証券取引所

●証券コード
●単元株式数
●公告方法

4月1日から翌年3月31日まで
期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日
毎年6月開催
三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
0120-232-711（通話料無料）
（郵送先）
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
東京証券取引所
福岡証券取引所
9474
100株
電子公告（当社WEBサイトに掲載）
http://www.zenrin.co.jp/koukoku/index.html
（やむを得ない事由により電子公告ができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。）

株式に関するマイナンバーお届出のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係の手続きで
必要となります。このため、株主様から、お取引の証券会社等へ
マイナンバーをお届出いただく必要がございます。

●株式関係業務におけるマイナンバーの利用
　法令の定めに従い、支払調書には株主様のマイナンバーを記載し、
　税務署へ提出いたします。
●マイナンバーお届出に関するお問い合わせ先
［証券口座にて株式を管理されている株主様］
お取引の証券会社までお問い合わせください。
［証券会社とお取引がない株主様］
三菱UFJ信託銀行 証券代行部までお問い合わせください。

株式の状況 （2018年3月31日現在）
●発行可能株式総数　　134,000,000株
●発行済株式の総数　　  38,200,910株
　※当社定款に第1種優先株式を発行することができる旨規定しておりますが、
　　発行した第1種優先株式はありません。
　※2018年4月1日付で、当社普通株式1株を1.5株の割合をもって分割しました。
●株主数　　　　　　　　　　12,144名
●大株主（上位10位）

「2018年度 株主アンケート」実施のご案内 （2018年7月31日まで）

［抽選で70名様にプレゼント］
　●クオカード（1,000円） 60名　●当社オリジナルグッズ10名
［地図づくりワークショップ概要］
　●場所・日時（2018年度は２拠点で開催）
　　　①福岡県北九州市：2018年10月12日(金) 13時～17時(予定)
　　　②東京都千代田区：2018年10月19日(金) 13時～17時(予定)
　●人数：各10名程度
　●内容：地図制作や調査の講習後、実際に街に出ての調査体験
　●2017年10月に初開催したワークショップの模様はこちら
　　http://www.zenrin.co.jp/ir/pdf/event.pdf

株主の皆様とのコミュニケーションをより充実させるため、「株主アンケート」を
実施します（所要時間:10分程度）。ご回答いただいた株主様の中から抽選で
70名様にプレゼントをお送りします。
さらに、ご希望の方には抽選で「地図づくりワークショップ」へご参加いただけ
ますので、当社WEBサイトよりご回答くださいますよう、お願いします。

●株主アンケートのご回答には、ユーザー名とパスワード、
株主番号（数字8ケタ）の入力が必要となります。
　
　株主番号は同封の「期末配当金計算書」に記載がございます
のでご準備をお願いします。

［ご回答方法］
●「ゼンリン」で検索
　当社WEBサイトのトップページから投資家ページへアクセスし
　「株主アンケート」からご回答ください。

本誌に関するお問い合わせ
株式会社ゼンリン
経営管理・IR部 株式・IR課　TEL：093-882-9050（代表）

ゼンリン 検索

●二次元コードからアクセス

　http://www.zenrin.co.jp/enq/ir2018
●以下URLからアクセス

●所有者別株式分布状況

■ 金融機関等

■ その他の法人■ 個人・その他

■ 外国法人等

■ 自己名義株式

25.15％24.08％

15.87％

7.24％

10,564,738株
71名

9,606,473株
146名

9,198,946株
11,754名

6,063,656株
172名

2,767,097株
1名

27.66％

※持株比率は自己株式（2,767千株）を控除して計算しています。

株主名 持株数(千株) 持株比率(％)
9.91
8.03
4.60
4.56
4.31
3.56
2.60
2.54
2.24
2.10

3,514
2,848
1,631
1,618
1,530
1,263
924
900
794
744

（有）サンワ
トヨタ自動車(株)
日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）
ゼンリン従業員持株会
(株)西日本シティ銀行
大迫ホールディングス(株)
日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口９）
大迫　キミ子
J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 385576
日本マスタートラスト信託銀行(株)（信託口）



株式分割を実施
投資しやすい環境を整えることにより、株式の流動性の向上と投資家
層の拡大を図るため、2018年３月31日を基準日、2018年４月１日
を効力発生日として、普通株式1株につき1.5株の割合をもって分割
しました。株式分割によって生じる単元未満株式は、買取請求または
買増請求ができる制度を導入していますので、ご利用ください。

●買取請求：ご所有の単元未満株式を、当社に対して市場価格で買取るよう
　　　　　請求できる制度
●買増請求：ご所有の単元未満株式を単元株(100株)とするために必要な
　　　　　株式数を、市場価格で買増すことを請求できる制度
※ 手続きについては、お取引の証券会社にお問い合わせください。
※ 特別口座に記録された株式に関する手続きは、当社株主名簿管理人の
　 三菱UFJ信託銀行までお問い合わせください。

創業70周年を迎えて トピックス
日本における高度でリアルタイムな交通情報サービスを
共同開発 （2017年10月27日）

オリジナル地図柄グッズを全国展開 （2018年3月8日）

自動運転向け「ダイナミックマップ」生成・配信技術の
実証実験開始 （2017年12月26日）

当社、㈱ゼンリンデータコムは、欧米で地図・位置情報サービスを展開
するTomTom International B.V.と、日本における高度でリアル
タイムな交通情報サービスを共同開発することで合意しました。交通
情報サービスをはじめとした高い付加価値情報を創造し、IoT(※)社会に
貢献する地図エコシステムと新たなモビリティーサービスの実現を
目指します。

地図ステーショナリー「mati mati」を
はじめとしたマップデザインビジネスの
一環として、オリジナル地図柄グッズの
受注を全国規模で開始しました。
全国100％の市区町村をカバーする当社の
地図データから、クリアファイル、メモ帳、
ふせんなどが500部から制作できます。

当社、KDDI（株）、富士通（株）は、「ダイナミックマップ(※)」生成に必須
となる大容量データの情報収集と、自動運転車へのマップ配信技術
の実証実験を2018年1月より開始することに合意しました。当社は、
動的情報との連携や逐次・差分更新を可能とする高精度地図データ
の提供などを行います。

左から、当社 藤沢取締役事業統括本部長、
TomTom Managing Director Saucier氏、
㈱ゼンリンデータコム 清水社長

＜実証実験概要のイメージ図＞

当社は2018年4月に創業70周年を迎えました。
より正確に、より詳細に、より新しく、より便利に。時代の変化と技術の進歩によって、地図が持つ役割や求められるニーズは変化しています。
創業以来当社グループは、街の情報を集め、地図を編集・更新し、お客様のニーズに応えることでより適した価値を実現してまいりました。
今回は、創業から現在に至るまでの当社のあゆみをご紹介します。

『知・時空間情報の創造により人びとの生活に貢献します』
1948年4月、創業者 大迫正冨は大分県別府市で、後に観光案内の小冊子「年刊別府」
「観光別府」を発行する会社を興しました。「年刊別府」で特に評価されたのは、
名所旧跡の紹介記事よりも、付録として折り込まれていた市街地図でした。
その後、屋号まで書いてある江戸時代の古地図をヒントに住宅地図を手がけ、これが
好評を博し、全国に展開、当社の地図事業が始まります。
創業開始から69年経った2017年に、当社はこれまで未出版であった東京都の
島しょ部７村の住宅地図帳を初めて出版し、日本全国1 ,741市区町村(※ ) の
住宅地図データをすべて整備しました。

当社グループは、「知・時空間情報の創造により人びとの生活に貢献します」を企業理念
として掲げ、地図情報で未来を創造していくことを使命として企業活動を行っています。
これまで蓄積したノウハウで、快適な生活や安全な社会の構築に貢献するとともに、
進化し続ける地図づくりを実践し、現在は人が読む地図だけでなく、先進運転支援
システムや自動運転に貢献する高精度地図データ、ドローン飛行に必要な空の3次元
地図の研究開発にも取り組んでいます。
当社は、これからも豊富な地図データベースと先端技術を融合させ、新たな価値の
創出に挑み続けます。

※ 1,741市区町村：市791、特別区23、町744、村183（北方4島を除く）(2016年10月10日現在)

創業初の刊行物
｢年刊別府｣発行

47都道府県の
住宅地図出版

㈱日立製作所と共同で
住宅地図製作自動化
システムを確立
〈地図のデータベース化〉

世界初のGPSカーナビ
ゲーションシステム専用
ソフトを開発 ３次元デジタル地図を開発する

 ㈱ジオ技術研究所を設立

専用車両を使った情報収集 ドローン向けサービス開始

㈱ゼンリンデータコムを
設立しネットワーク
配信事業開始

Google Mapsへ
地図提供開始

住宅地図ネット配信サービス
ZNET TOWN 開始

あらゆる端末へ
サービス提供

高精度地図データベース
研究開発開始

福証上場 東証一部上場

インターネット普及
端末の多様化紙媒体主流 パソコン普及

住宅地図帳の出版 地図のデジタル化
カーナビ用地図の提供

地図配信サービスの開始
３次元デジタル地図の開発

1948
創業
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先進運転支援システム・ドローン向け地図の開発
マップデザインビジネスの展開

ダイナミックマップ基盤㈱へ参画

2017～2016

マップデザイン
ビジネス開始

東京都島しょ部
7村の住宅地図帳
初出版

日本全国の
住宅地図データ
整備完了

当社のあゆみ

2001

※ ダイナミックマップ
車の先進運転支援システム
や自動運転に必要となる
高精度の3次元情報を持つ
デジタル地図。 国内では
内閣府主導で官民が連携し、
「ダイナミックマップ」の構築
に取り組んでいる。

※ IoT（Internet  of  Things）
センサーやデバイスといった「モノ」
がインターネットを通じて繋がり、
情報交換することにより相互に
制御する仕組み。

IoTの普及に伴う技術の進化
顧客ニーズの多様化

「ANA Wi-Fi Service」

ゼンリンの顔
2018年2月、観光地情報データベース「観光コンテンツ」が、全日本空輸㈱（以下、ANA）が国内線で提供する「ANA Wi-Fi Service」の
機内限定コンテンツ「絶景100選」として採用されました。
機内でスマートフォンなどの端末を「ANA Wi-Fi Service」に接続することで、ANAと当社が厳選した絶景スポットをご覧いただけます。
今回はこのサービスに携わる、入社3年目の担当者をご紹介します。

入社以来、観光・インバウンド関連の新規営業を担当しています。
「絶景100選」は、国内の王道絶景スポットから、秘境と呼ばれるような隠れた絶景スポットまでを厳選した、
解説付きの写真コンテンツです。
「観光コンテンツ」を漠然と提案するのではなく、フライト中に見たいテーマや、写真を見て行きたくなるような
場所などを、メンバーと協議し生まれました。また、選定にあたっては膨大な風景の中から、100選に絞り込む
ことに苦労しましたが、四季や時間帯で異なる様々な表情を楽しめる写真を揃えることができました。
4月1日以降、順次機体毎にサービス開始されています。今後、第2弾の100選として新たなテーマの提案も
予定していますので、ANAにてご旅行の際は、是非、ご利用ください。

＜ゼンリンの「観光コンテンツ」概要＞
当社が整備した日本全国の観光スポット
約42,000件の情報に加え、プロカメラマン
撮影の画像をデータベースとして、整備し
たもので、様々な観光地情報提供サービス
で活用されています。

＜絶景100選のイメージ＞

「ANA Wi-Fi Service」体験コーナーで
説明を行う山門さん

モビリティソリューション営業部
営業二課

やまかど　　 かずき  

山門　和基

マップ機能の航路図

当社とANAが厳選した絶景スポットの情報

ひとりひとりの｢友愛｣がもたらす平和がなければ
地図は作れない。
地図を作ることができれば世の中の役に立ち、
｢奉仕｣に繋がる。
「友愛と奉仕」によって、地図情報の基礎を築き、
未来を「創造」する。

私たちの原点はいつの時代も変わることなく、
地図情報と共に新たな挑戦をし続けます。
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はじめとしたマップデザインビジネスの
一環として、オリジナル地図柄グッズの
受注を全国規模で開始しました。
全国100％の市区町村をカバーする当社の
地図データから、クリアファイル、メモ帳、
ふせんなどが500部から制作できます。

当社、KDDI（株）、富士通（株）は、「ダイナミックマップ(※)」生成に必須
となる大容量データの情報収集と、自動運転車へのマップ配信技術
の実証実験を2018年1月より開始することに合意しました。当社は、
動的情報との連携や逐次・差分更新を可能とする高精度地図データ
の提供などを行います。

左から、当社 藤沢取締役事業統括本部長、
TomTom Managing Director Saucier氏、
㈱ゼンリンデータコム 清水社長

＜実証実験概要のイメージ図＞

当社は2018年4月に創業70周年を迎えました。
より正確に、より詳細に、より新しく、より便利に。時代の変化と技術の進歩によって、地図が持つ役割や求められるニーズは変化しています。
創業以来当社グループは、街の情報を集め、地図を編集・更新し、お客様のニーズに応えることでより適した価値を実現してまいりました。
今回は、創業から現在に至るまでの当社のあゆみをご紹介します。

『知・時空間情報の創造により人びとの生活に貢献します』
1948年4月、創業者 大迫正冨は大分県別府市で、後に観光案内の小冊子「年刊別府」
「観光別府」を発行する会社を興しました。「年刊別府」で特に評価されたのは、
名所旧跡の紹介記事よりも、付録として折り込まれていた市街地図でした。
その後、屋号まで書いてある江戸時代の古地図をヒントに住宅地図を手がけ、これが
好評を博し、全国に展開、当社の地図事業が始まります。
創業開始から69年経った2017年に、当社はこれまで未出版であった東京都の
島しょ部７村の住宅地図帳を初めて出版し、日本全国1 ,741市区町村(※ ) の
住宅地図データをすべて整備しました。

当社グループは、「知・時空間情報の創造により人びとの生活に貢献します」を企業理念
として掲げ、地図情報で未来を創造していくことを使命として企業活動を行っています。
これまで蓄積したノウハウで、快適な生活や安全な社会の構築に貢献するとともに、
進化し続ける地図づくりを実践し、現在は人が読む地図だけでなく、先進運転支援
システムや自動運転に貢献する高精度地図データ、ドローン飛行に必要な空の3次元
地図の研究開発にも取り組んでいます。
当社は、これからも豊富な地図データベースと先端技術を融合させ、新たな価値の
創出に挑み続けます。

※ 1,741市区町村：市791、特別区23、町744、村183（北方4島を除く）(2016年10月10日現在)

創業初の刊行物
｢年刊別府｣発行

47都道府県の
住宅地図出版

㈱日立製作所と共同で
住宅地図製作自動化
システムを確立
〈地図のデータベース化〉

世界初のGPSカーナビ
ゲーションシステム専用
ソフトを開発 ３次元デジタル地図を開発する

 ㈱ジオ技術研究所を設立

専用車両を使った情報収集 ドローン向けサービス開始

㈱ゼンリンデータコムを
設立しネットワーク
配信事業開始

Google Mapsへ
地図提供開始

住宅地図ネット配信サービス
ZNET TOWN 開始

あらゆる端末へ
サービス提供

高精度地図データベース
研究開発開始

福証上場 東証一部上場

インターネット普及
端末の多様化紙媒体主流 パソコン普及

住宅地図帳の出版 地図のデジタル化
カーナビ用地図の提供

地図配信サービスの開始
３次元デジタル地図の開発

1948
創業

1949 1980 1984 1990 2000 2005 200820071994 2006

先進運転支援システム・ドローン向け地図の開発
マップデザインビジネスの展開

ダイナミックマップ基盤㈱へ参画

2017～2016

マップデザイン
ビジネス開始

東京都島しょ部
7村の住宅地図帳
初出版

日本全国の
住宅地図データ
整備完了

当社のあゆみ

2001

※ ダイナミックマップ
車の先進運転支援システム
や自動運転に必要となる
高精度の3次元情報を持つ
デジタル地図。 国内では
内閣府主導で官民が連携し、
「ダイナミックマップ」の構築
に取り組んでいる。

※ IoT（Internet  of  Things）
センサーやデバイスといった「モノ」
がインターネットを通じて繋がり、
情報交換することにより相互に
制御する仕組み。

IoTの普及に伴う技術の進化
顧客ニーズの多様化

「ANA Wi-Fi Service」

ゼンリンの顔
2018年2月、観光地情報データベース「観光コンテンツ」が、全日本空輸㈱（以下、ANA）が国内線で提供する「ANA Wi-Fi Service」の
機内限定コンテンツ「絶景100選」として採用されました。
機内でスマートフォンなどの端末を「ANA Wi-Fi Service」に接続することで、ANAと当社が厳選した絶景スポットをご覧いただけます。
今回はこのサービスに携わる、入社3年目の担当者をご紹介します。

入社以来、観光・インバウンド関連の新規営業を担当しています。
「絶景100選」は、国内の王道絶景スポットから、秘境と呼ばれるような隠れた絶景スポットまでを厳選した、
解説付きの写真コンテンツです。
「観光コンテンツ」を漠然と提案するのではなく、フライト中に見たいテーマや、写真を見て行きたくなるような
場所などを、メンバーと協議し生まれました。また、選定にあたっては膨大な風景の中から、100選に絞り込む
ことに苦労しましたが、四季や時間帯で異なる様々な表情を楽しめる写真を揃えることができました。
4月1日以降、順次機体毎にサービス開始されています。今後、第2弾の100選として新たなテーマの提案も
予定していますので、ANAにてご旅行の際は、是非、ご利用ください。

＜ゼンリンの「観光コンテンツ」概要＞
当社が整備した日本全国の観光スポット
約42,000件の情報に加え、プロカメラマン
撮影の画像をデータベースとして、整備し
たもので、様々な観光地情報提供サービス
で活用されています。

＜絶景100選のイメージ＞

「ANA Wi-Fi Service」体験コーナーで
説明を行う山門さん

モビリティソリューション営業部
営業二課

やまかど　　 かずき  

山門　和基

マップ機能の航路図

当社とANAが厳選した絶景スポットの情報

ひとりひとりの｢友愛｣がもたらす平和がなければ
地図は作れない。
地図を作ることができれば世の中の役に立ち、
｢奉仕｣に繋がる。
「友愛と奉仕」によって、地図情報の基礎を築き、
未来を「創造」する。

私たちの原点はいつの時代も変わることなく、
地図情報と共に新たな挑戦をし続けます。



※1　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示し、営業利益率及びROEは小数点以下第2位を四捨五入し、小数点第1位まで表示しています。
※2　ROE：自己資本当期純利益率
※3　2018年4月1日付で、当社普通株式1株を1.5株の割合をもって分割しました。2018年3月期までは株式分割前、2019年3月期予想は株式分割後の
　　  1株当たり配当金の額となり、株式分割前の基準に換算すると1円増配の1株当たり36円となります。

連結業績ハイライト※1

売上高 営業利益
営業利益率

１株当たり配当金※3親会社株主に帰属する当期純利益

ROE※2 （単位：％） （単位：円）（単位：％）

（単位：百万円）

第58期は、連結売上高が過去最高の61,332百万円、連結営業利益5,441百万円となり、
3期連続の増収増益となりました。
国内カーナビゲーション用データなどITS関連の売上増加に加え、GIS事業の売上もパッケージの販売
拡大等により、堅調に推移いたしました。さらに、先進運転支援システムに関連する高精度地図データ
の技術確立・実用化へ向けた取り組み、ドローンビジネスにおける3次元地図を用いた自動飛行支援
システム構築など、中長期的成長に向けた施策も計画的に実行しております。
第59期は、ニーズに対応したサービスの提供にとどまらず、地図情報の新たな利用価値を創造する
ことにより、さらなる躍進を目指してまいります。
当社創業70周年を迎え、今後も株主の皆様のご期待に添えますよう成長を続けてまいりますので、
引き続きご支援賜りますよう、宜しくお願い申しあげます。

株主の皆様には、日頃よりご支援を賜り、誠にありがとうございます。

2018年6月

代表取締役社長

た か 　 や ま 　 ぜ ん 　 し

16/03 17/03 18/03 19/03

57,819
54,970

61,332

（予想）
64,000

61,332百万円
前期比 6.1％増

16/03 17/03 18/03 19/03

4,234

3,038

5,441
（予想）
5,800

7.3
5.5

8.9 9.1

5,441百万円
前期比 28.5％増

16/03 17/03 18/03 19/03

2,462

1,610

3,336
（予想）
3,700

6.0
4.0

8.2
9.4

3,336百万円
前期比 35.5％増

16/03 17/03 18/03 19/03

17.5 17.5

12.0

34.5 35.0

（予想）
24.0

17.0

17.0
（期末）

32.5

15.5
（中間）

17.5
12.0

35.0円
前期比 0.5円増配

会社概要 （2018年3月31日現在）
●本店所在地
●創業
●設立
●資本金
●就業人員数

福岡県北九州市小倉北区室町一丁目1番1号
1948年（昭和23年）4月
1961年（昭和36年）4月
65億5,764万円
1,938名

株主メモ
●事業年度
●基準日

●定時株主総会
●株主名簿管理人
　特別口座管理機関
●同連絡先

●上場証券取引所

●証券コード
●単元株式数
●公告方法

4月1日から翌年3月31日まで
期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日
毎年6月開催
三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
0120-232-711（通話料無料）
（郵送先）
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
東京証券取引所
福岡証券取引所
9474
100株
電子公告（当社WEBサイトに掲載）
http://www.zenrin.co.jp/koukoku/index.html
（やむを得ない事由により電子公告ができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。）

株式に関するマイナンバーお届出のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係の手続きで
必要となります。このため、株主様から、お取引の証券会社等へ
マイナンバーをお届出いただく必要がございます。

●株式関係業務におけるマイナンバーの利用
　法令の定めに従い、支払調書には株主様のマイナンバーを記載し、
　税務署へ提出いたします。
●マイナンバーお届出に関するお問い合わせ先
［証券口座にて株式を管理されている株主様］
お取引の証券会社までお問い合わせください。
［証券会社とお取引がない株主様］
三菱UFJ信託銀行 証券代行部までお問い合わせください。

株式の状況 （2018年3月31日現在）
●発行可能株式総数　　134,000,000株
●発行済株式の総数　　  38,200,910株
　※当社定款に第1種優先株式を発行することができる旨規定しておりますが、
　　発行した第1種優先株式はありません。
　※2018年4月1日付で、当社普通株式1株を1.5株の割合をもって分割しました。
●株主数　　　　　　　　　　12,144名
●大株主（上位10位）

「2018年度 株主アンケート」実施のご案内 （2018年7月31日まで）

［抽選で70名様にプレゼント］
　●クオカード（1,000円） 60名　●当社オリジナルグッズ10名
［地図づくりワークショップ概要］
　●場所・日時（2018年度は２拠点で開催）
　　　①福岡県北九州市：2018年10月12日(金) 13時～17時(予定)
　　　②東京都千代田区：2018年10月19日(金) 13時～17時(予定)
　●人数：各10名程度
　●内容：地図制作や調査の講習後、実際に街に出ての調査体験
　●2017年10月に初開催したワークショップの模様はこちら
　　http://www.zenrin.co.jp/ir/pdf/event.pdf

株主の皆様とのコミュニケーションをより充実させるため、「株主アンケート」を
実施します（所要時間:10分程度）。ご回答いただいた株主様の中から抽選で
70名様にプレゼントをお送りします。
さらに、ご希望の方には抽選で「地図づくりワークショップ」へご参加いただけ
ますので、当社WEBサイトよりご回答くださいますよう、お願いします。

●株主アンケートのご回答には、ユーザー名とパスワード、
株主番号（数字8ケタ）の入力が必要となります。
　
　株主番号は同封の「期末配当金計算書」に記載がございます
のでご準備をお願いします。

［ご回答方法］
●「ゼンリン」で検索
　当社WEBサイトのトップページから投資家ページへアクセスし
　「株主アンケート」からご回答ください。

本誌に関するお問い合わせ
株式会社ゼンリン
経営管理・IR部 株式・IR課　TEL：093-882-9050（代表）

ゼンリン 検索

●二次元コードからアクセス

　http://www.zenrin.co.jp/enq/ir2018
●以下URLからアクセス

●所有者別株式分布状況

■ 金融機関等

■ その他の法人■ 個人・その他

■ 外国法人等

■ 自己名義株式

25.15％24.08％

15.87％

7.24％

10,564,738株
71名

9,606,473株
146名

9,198,946株
11,754名

6,063,656株
172名

2,767,097株
1名

27.66％

※持株比率は自己株式（2,767千株）を控除して計算しています。

株主名 持株数(千株) 持株比率(％)
9.91
8.03
4.60
4.56
4.31
3.56
2.60
2.54
2.24
2.10

3,514
2,848
1,631
1,618
1,530
1,263
924
900
794
744

（有）サンワ
トヨタ自動車(株)
日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）
ゼンリン従業員持株会
(株)西日本シティ銀行
大迫ホールディングス(株)
日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口９）
大迫　キミ子
J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 385576
日本マスタートラスト信託銀行(株)（信託口）


